
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：22－021） 

 

１ パラオのウィップス大統領は日本を公式訪問し、ロシアと中国が試みてい

る国際情勢の力による現状変更に懸念を表明した。「ウクライナの事態を踏ま

え、小国の立場からは、法の支配と国境尊重を重視している」とし、中国が西

部太平洋を不安定にしているとの認識を示したうえで、台湾との外交関係を維

持していくことを強調した。 

ウィップス大統領は、9 月 27 日の安倍元首相の国葬に出席するため、今月下

旬に再来日する。また、9月 28日、29日にワシントンで開催される米国と太平

洋島嶼国とのサミットに出席する予定。 

原文 

（9th September 2022, PACNEWS） 

 

２ パラオと沖縄県は、「友好関係の強化に関する覚書 (MOU)」に署名した。

MOU で、パラオと沖縄は「双方が有する技術・人材・資源等を積極的に活用し、

島嶼地域の共通課題の解決に向けて協働する」としている。 

原文 

（2nd September 2022, Island Times） 

※参考：沖縄県 HP（リンク参照） 

 

３ マーシャル諸島内閣は、9月 8日に国境を開放することを決定した。 

原文 

（9th September 2022, Marshall Islands Journal） 

 

４ 米国のバイデン大統領は、太平洋島嶼国の指導者をワシントンに招待し、

9 月 28、29 日にサミットを開催する。ホワイトハウスは、サミットは気候変動、

パンデミック対応、経済回復、海洋安全保障、環境保護、自由で開かれたイン

ド太平洋の実現などの重要な問題に関する米国の協力を拡大・強化すると述べ

た。サミットには、ミクロネシア連邦、キリバス、パプアニューギニア、バヌ

アツ、サモア、トンガ、フィジーのほか、台湾と外交関係を有するマーシャル

諸島、ナウル、パラオ、ツバルが招待されたが、クック諸島、ニウエ、ニュー

カレドニア、フランス領ポリネシアは招待されていない。 

原文 

（5th September 2022, Radio NZ） 

 

５ 太平洋諸島フォーラム（PIF）議長であるフィジーのバイニマラマ首相は、

PIF 首脳らがキリバスとのより緊密な関係についての選択肢を探求するべく、
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同国政府との対話に熱心に取り組んでいると述べた。（※SRO News 22-014 参

照） 

原文 

（5th September 2022, PACNEWS） 

 

６ ソロモン諸島は、豪州とニュージーランドの海軍艦艇について、外国海軍

艦艇のソロモン諸島海域への入域一時停止対象から免除されると発表した。

（※SRO News 22-020参照） 

原文 

（5th September 2022, Reuters） 

 

７ 豪州国防軍（ADF）は、南西太平洋における IUU漁業対策のため、（※豪仏

NZ米の海上監視の枠組みである）SOLANIA作戦中に、フォーラム漁業機関（FFA）

の ISLAND CHIEF作戦を支援し、バヌアツとキリバスと協力して同 2か国の排他

的経済水域 (EEZ) の監視を実施した。 

原文 

（5th September 2022, Australian Government Department of Defence） 

※参考：SOLANIA作戦について（リンク参照） 

 

８ 豪州から日本、ニュージーランド（NZ）、そして米国に至るまで、「イン

ド太平洋」という用語は戦略的概念としてますます使用されているが、経済や

価値観に基づいたものというよりは、政治や安全保障の視点から用いられてい

る。（※カンタベリー大学の）Steven Ratuva 教授は、「インド太平洋」地域

の概念は「大国が地域の島嶼国への説明責任を負わずに太平洋で何でもできる、

という覇権的な立ち位置を作り出している」という。この用語について、サモ

アのフィアメ首相は「第三者による物言いだ」と述べたほか、バヌアツの野党

党首は「我々に全く意味がなく関係もない」と言い、仏領ポリネシアの副大統

領は、世界を同じように認識する国の集合体かのように表現しているが、この

多様な地域では明らかに当てはまらず、地域の緊張緩和にも役立っていないと

述べた。サモア・フィジー系の NZ元外交官は、この言葉は多くの太平洋島嶼国

には響いておらず、この地域内での多様な利害関係を考慮していないと指摘し

た。 

原文 

（7th September 2022, PACNEWS） 

 

９ キリバス政府は、上訴裁判所の 3 人の裁判官を停職処分とし、憲法第 9 章

に基づく裁判に付されると発表した。理由は示されていないが、先日のデビッ

ド・ランボーン判事に関する、政府には同判事を国外退去させる権限がないと

した裁判所の決定（※SRO News22-019参照）に対する直接的な反応のようだ。

3人はいずれもニュージーランド出身である。 

原文 

（9th September 2022, Marshall Islands Journal） 
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